
 
 
 
 
 
 

「社会保険の適用拡大への対応状況等に関する調査」（企業郵送調査） 
及び「働き方に関するアンケート調査」（労働者 Web 調査）結果 

― 2024 年 10 月～の適用拡大は「できるだけ、適用する」方針で調整した企業が 6 割  
社会保険に加入した者が回避した者を上回る、理由は「将来の年金額を増やしたいから」が最多  ― 

企業郵送調査結果のポイント 

2024 年 10 月より適用拡大対象となった企業の対応状況 ＜p10 図表Ⅰ-9, p13 図表Ⅰ-12＞ 
常用雇用者 51～100 人の企業で要件を満たす短時間労働者（対象者）が「いる」場合（n=667 社）

に、（新たに）厚生年金・健康保険が適用されるのに伴い対象者と概ねどのような方針で調整を行った

か尋ねると、「できるだけ、適用する」が 60.0％、「どちらかといえば、適用する」が 5.1％で、「中立

（短時間労働者の意向にまかせる）」が 30.6％等となった。対象者の加入があった場合に厚生年金・健

康保険の適用を推進した（加入を認めた）理由としては（複数回答）、「法律改正で決まったことだから

（ありのまま、法令を遵守するため）」（60.5％）がもっとも多く、これに｢短時間労働者自身が、希望

した（している）から｣（43.3％）、「短時間労働者の待遇を改善し、定着を図りたいから」（26.6％）、

「短時間労働者により長い労働時間、働いてもらいたいから」（24.4％）、「短時間労働者の必要人数

を、確保したいから（人手不足だから、求人の優位性を高めたいから）」（23.4％）等が続いた。 
 
適用拡大に対応するための雇用管理上の見直し状況 ＜p14 図表Ⅰ-13＞ 
常用雇用者 51～100 人の企業で要件を満たす短時間労働者（対象者）が「いる」場合（n=667 社）

に、厚生年金・健康保険の適用拡大に対応するため、短時間労働者の雇用・労務管理上の見直し状況に

ついて尋ねると、何らかの「見直しを行った（行う）」割合は 38.2％となった。見直しの具体的な内容

としては（複数回答）、「対象者等の所定労働時間を延長（これに伴う人数抑制含む）」（64.3％）がもっ

とも多く、次いで「対象者等の所定労働時間を短縮（これに伴う人数増大含む）」（49.4％）、「対象者等

を正社員へ転換」（11.0％）等となった。こうした結果を適用推進・回避の目的別に分類すると、「適

用推進のための見直しのみ行った」割合が 42.7％、「適用推進・回避の両方の見直しを行った」が

32.9％で、「適用回避のための見直しのみ行った」が 20.4％となった。 
 
労働者 Web 調査結果のポイント 
適用拡大に伴う働き方の変化 ＜p22 図表Ⅱ-4, p23 図表Ⅱ-6＞ 
 常用雇用者 51～100 人の企業に勤務する短時間労働者（n=322 人）を対象に、自身の働き方や社会  

保険（厚生年金・健康保険）の適用状況の変化について尋ねると、「厚生年金・健康保険が適用される  

よう、かつ手取り収入が増える（維持できる）よう所定労働時間を延長した（してもらった）」（3.4％）

「所定労働時間はそのまま、厚生年金・健康保険が適用された」（13.4％）を合わせて 16.8％に対し、 

「厚生年金・健康保険が適用されないよう、所定労働時間を短縮した（してもらった）」は 10.9％で、 

「厚生年金・健康保険は適用されておらず、働き方にも変化はないが、今後については検討している」 

が 29.8％等となった。また、厚生年金・健康保険に加入した（今後、加入したいを含む）理由について

尋ねると（複数回答）、「将来の年金額を増やしたいから」（30.4％）がもっとも多く、これに「より長 

時間、働けるようになったから」（23.9％）、「保険料の負担が軽くなるから」（22.8％）等が続いた。 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構（理事長 藤村 博之） 
調査部（統計解析担当）部長 長山 直樹 

次長 渡邊 木綿子 
 （電話）03-5903-6266 （URL）https://www.jil.go.jp 

令和 7 年 9 月 8 日( 月 ) 
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○ 調査の概要 1 
１．調査の趣旨・目的 

パート・アルバイト等の短時間労働者 2に対する社会保険（厚生年金・健康保険）の適

用を巡っては、①週の所定労働時間が 20 時間以上、②月額賃金が 8.8 万円以上、③雇用見込み

期間が 2 ヶ月超のすべての要件を満たす場合（学生除く）に、常用雇用者 3の人数規模が

501 人以上の企業は 2016 年 10 月～、101 人以上の企業は 2022 年 10 月～、51 人以上

の企業は 2024 年 10 月～その対象が拡大されてきた経緯がある（資料 1 参照）。 
なお、人手不足への対応が急務となる中、短時間労働者がいわゆる「年収（106・130

万円）の壁」を意識せずに働くことができる環境作りに向け、2023 年 10 月～当面の対

応策として「年収の壁・支援強化パッケージ」も実施されてきた。 
 

資料 1 短時間労働者に対する社会保険適用拡大の経緯と加入推移 

 
1 本資料は調査結果の概要（速報）を紹介するものであり、その全容は後日、調査シリーズに取り纏めて公表予定である。 
2 パートタイマー、アルバイト、契約社員・嘱託、再雇用社員など呼称を問わず、直接雇用されている、週の所定労働時間が

通常の労働者（いわゆる正社員）より短い労働者。 
3 フルタイムの労働者＋週の労働時間及び月の労働日数がフルタイムの 3／4 以上の労働者。 

 （資料出所） 厚生年金保険・国民年金事業月報（速報）を基に作成 
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こうした中、本調査は厚生労働省年金局年金課からの研究要請に基づき、適用拡大に

対する企業や短時間労働者の対応状況・意向等について把握したものである。 
なお、第 217 回国会（常会）で成立した年金制度改正法により、短時間労働者の適用

要件②（年収 106 万円相当以上）については今後、撤廃される（公布から 3 年以内の政

令で定める日より施行）とともに、現行は 51 人以上の企業規模要件についても、2027
年より段階的に撤廃される見通しとなっている（資料 2 参照）。 
 

資料 2 年金制度改正法の概要（抜粋） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．調査対象（標本）及び調査方法 

（企業郵送調査） 
16 産業（農林漁業,公務除く）における、全国の雇用者規模 5 人以上の企業 2 万社（民間

信用調査機関所有の企業データベースから、産業・雇用者規模別に層化無作為抽出 4）を対

象に、調査票を配布・回収した（郵送法）。 
 

（労働者 Web 調査） 
インターネット調査会社の登録モニターを対象に、国内に居住する 18～69 歳で学生を除

く、勤め先の通常労働者（いわゆる正社員）より所定労働時間の短い短時間労働者（パート

タイマー・アルバイト、契約社員・嘱託、派遣労働者 5）1 万人分の回答を、性別・年齢層

別に層化割付回収した。 
 

 
4 なお、常用 51 人以上の企業の回答票も一定数確保するため、（産業分布については経済センサス母集団通りの分布を

踏襲しつつ）雇用者規模については 51 人以上の企業層にやや厚めに配布した。そのため、図表中では基礎集計結果ととも

に、回収の偏りを含めた産業・雇用者規模の分布を、経済センサス母集団通りに補正したウェートバック集計（産業・雇用者規

模とも明確な回答があったケースが集計対象） 結果も示す。また、本資料案では基礎集計結果を中心に紹介しつつ、前回

2022 年度調査との比較等、必要に応じて WB 集計結果も紹介する。なお、判別の為、WB 集計結果の引用時は「WB 後」

と表記する。 
5 派遣元会社に雇用される短時間労働者としての派遣労働者を含む。 

資料出所：厚生労働省「社会経済の変化を踏まえた年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する等の法律の概要」 

https://www.mhlw.go.jp/content/12500000/001496971.pdf
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３．実査期間 

（企業郵送調査）   令和 6 年 11 月 14 日～令和 7 年 1 月 7 日 
（労働者 Web 調査） 令和 6 年 11 月 26 日～12 月 7 日 

 
 
４．有効回答数（企業郵送調査）   9,067 社（有効回答率 45.3％） 

（労働者 Web 調査） 10,000 人 6 
 
 
５．有効回答企業・短時間労働者の属性 7 

 
6 就業構造基本調査に基づく性別・年齢層別の層化割付通りのため、WB 集計も行わない。 
7 0.0 は僅少値、－は回答無しを示す。 
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○ 調査結果の概要 8 
Ⅰ 企業郵送調査結果の概要 

１．厚生年金・健康保険に加入できる条件の求人の人材確保における有効性 

 全有効回答企業（n=9,067 社）のうち、社会保険（厚生年金・健康保険）の「適用事業所で

ある」割合は 98.5％となった（図表Ⅰ－1）。 
厚生年金・健康保険の適用事業所（n=8,930 社）を対象に、厚生年金・健康保険に加入でき

る条件が掲げられた求人が、自社の人材確保に有効（魅力的）かどうかについて、どのように

考えているか尋ねると、「非常に、有効（魅力的）だと思う」（13.6％）と「どちらかといえ

ば、有効（魅力的）だと思う」（36.4％）を合わせて「有効だと思う計」が半数（50.0％）に

対し、「関係ないと思う計」が 24.9％、「何とも言えない・わからない」が 21.4％となった。 
なお、雇用者の人数規模別 9にみると、「有効だと思う計」の割合は小規模企業ほど高くな

っている。 
図表Ⅰ－1 厚生年金・健康保険の適用状況等 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
２．短時間労働者の雇用状況や雇用理由 

 全有効回答企業（n=9,067 社）のうち、厚生年金・健康保険の適用事業所で、2024 年 11
月 1 日現在で短時間労働者 10を「雇用している」割合は 66.9％となった（図表Ⅰ－2）。厚生

年金・健康保険が適用されており、かつ、短時間労働者を「雇用している」企業（n=6,062
社）を対象に、短時間労働者を雇用している理由について尋ねると（複数回答）、「1 日の忙し

い時間帯に対応するため」（34.3％）がもっとも多く、これに「女性や高齢者を活用するた

め」（30.8％）、「正社員（フルタイム）の採用、確保が困難だから」（28.3％）、「経験・知識・

技能のある人を活用したいから」（22.8％）、「仕事内容が簡単だから」（18.6％）、「人手を集め

やすいから（採用手続きが簡単だから）」（17.2％）、「季節的な繁忙や、突発的な繁忙に対応す

るため」（16.9％）、「社会保険料の負担が少なくて済むから」（15.9％）等が続いた（平均選択

数 2.7）。 
なお、こうした結果を雇用者の人数規模別にみると、「1 日の忙しい時間帯に対応するた

め」や「正社員（フルタイム）の採用、確保が困難だから」など、大規模企業になるほど回答

割合が高まるものが多く見られる一方、「社会保険料の負担が少なくて済むから」について

は、小規模企業ほど高くなっている。 
 

8 ％表示は全て n（回答）数から算出し、小数点以下第 2 位を四捨五入している。 
9 規模内訳の結果については、すべて（WB 集計ではない）基礎集計に基づく。また、無回答の掲載は省略する。 
10 注釈 2 の通り、定義した。 

(%)

適用事業所
である

適用事業所
ではない

無回答

計 9,067 98.5 1.3 0.3
WB後 － 98.2 1.7 0.2

(%)

非常に、
有効（魅力
的）だと思う

どちらかと
いえば、有効

（魅力的）
だと思う

何とも
言えない・
わからない

どちらかと
いえば、関係
ないと思う

まったく、
関係ない
と思う

無回答
有効だと
思う計

関係ないと
思う計

8,930 13.6 36.4 21.4 15.5 9.5 3.6 50.0 24.9

－ 14.9 38.4 22.0 14.4 9.0 1.3
50人以下 6,404 15.1 38.8 22.1 13.7 8.9 1.4 53.9 22.5

51～100人 1,120 11.1 34.2 23.0 18.3 12.1 1.3 45.3 30.4
101～500人 1,024 10.0 33.1 18.9 24.6 11.8 1.6 43.1 36.4
501人以上 168 8.9 25.6 23.8 28.0 11.9 1.8 34.5 39.9

厚生年金・健康保険に加入できる条件の求人の人材確保における有効性

厚生年金・健康保険

雇
用
者
規
模

WB後

計
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また、短時間労働者を「雇用している」企業（n=6,062 社）に、正社員・それ以外を問わず

「常用雇用者 11」の人数規模について尋ねると、「50人以下」が 67.7％、「51～100人」が 13.9％、

「101～500 人」が 13.1％、「501 人以上」が 1.9％となった。 
 

図表Ⅰ－2 短時間労働者の雇用状況等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
３．短時間労働者に対する厚生年金・健康保険の適用拡大の認知度と、週所定労働時間や時給

水準の分布変化、厚生年金・健康保険の適用者割合の推移 

（１）短時間労働者に対する厚生年金・健康保険の適用拡大の認知度 

短時間労働者を「雇用している」企業（n=6,062 社）に、短時間労働者に対する厚生年金・

健康保険の適用範囲が、①週の所定労働時間 20 時間以上、②月額賃金 8.8 万円以上、③雇用見

込み期間 2 ヶ月超の、すべての要件を満たす場合（学生除く）に拡大されたことを知っている

か尋ねると、「内容まで知っている」が 64.8％、「内容まではわからないが、改正が行われたこ

とは知っている」が 28.9％、「知らない・わからない」が 4.4％となった（図表Ⅰ－3）。なお、

「内容まで知っている」割合は、既に適用拡大の対象となっている 51 人以上企業で高く、常用

雇用者の人数規模が大きくなるほど高まる傾向が見て取れる。一方、調査時点で適用拡大の対

象となっていない（任意適用は可能な）50 人以下企業では「内容まで知っている」が 53.8％、

「内容まではわからないが、改正が行われたことは知っている」が 37.9％となっている。 
また、50 人以下企業（n=4,107 社）に、労使合意に基づき申請することで、上記①～③のす

べての要件を満たす短時間労働者に、厚生年金・健康保険を適用することができる制度特例（任

意適用）を知っているかについても尋ねると、「内容まで知っている」が 41.2％、「内容までは

わからないが、制度特例が設けられたことは知っている」が 39.6％、「知らない・わからない」

が 16.1％となった。なお、前回 2022 年度の調査結果と比較して、認知度はともに改善してい

るものの、引き続き、制度の内容周知が求められる。 

 
11 注釈 3 の通り、定義した。 

(%)

雇用して
いる

雇用して
いない

無回答

計 9,067 66.9 31.3 0.3
WB後 － 61.3 36.4 0.4

短時間労働者

(%)

50人以下 51～100人 101～500人 501人以上 無回答

計 6,062 67.7 13.9 13.1 1.9 3.2
WB後 － 84.5 6.1 5.6 0.8 2.9

（正社員それ以外を問わず）常用雇用者の人数規模

(%)

１
日
の
忙
し
い
時
間
帯
に
対
応
す
る

た
め

早
朝
・
深
夜
な
ど
特
殊
な
時
間
帯
に

対
応
す
る
た
め

（
長
い
営
業
時
間
に
対

応
す
る
た
め

）

季
節
的
な
繁
忙
や

、
突
発
的
な
繁
忙

に
対
応
す
る
た
め

正
社
員

（
フ
ル
タ
イ
ム

）
の
採
用

、

確
保
が
困
難
だ
か
ら

経
験
・
知
識
・
技
能
の
あ
る
人
を
活

用
し
た
い
か
ら

人
手
を
集
め
や
す
い
か
ら

（
採
用
手

続
き
が
簡
単
だ
か
ら

）

仕
事
内
容
が
簡
単
だ
か
ら

責
任
が
軽
い
仕
事
だ
か
ら

（
仕
事
や
責
任

、
人
材
活
用
の
違
い
に

基
づ
き

）
待
遇
が
抑
え
ら
れ
る
か
ら

（
手
当
や
賞
与

、
退
職
金
等

）

社
会
保
険
料
の
負
担
が
少
な
く
て
済

む
か
ら

法
律
上
の
雇
用
義
務

（
高
年
齢
者
雇

用
安
定
法
や
育
児
・
介
護
休
業
法

、
そ

の
他
配
置
基
準
等

）
に
対
応
す
る
た
め

雇
用
調
整
し
や
す
い
か
ら

女
性
や
高
齢
者
を
活
用
す
る
た
め

学
生
ア
ル
バ
イ
ト
や
フ
リ
ー
タ
ー
を

活
用
す
る
た
め

外
国
人
や
障
が
い
者
を
活
用
す
る
た

め そ
の
他

6,062 34.3 12.3 16.9 28.3 22.8 17.2 18.6 10.5 11.9 15.9 5.7 11.6 30.8 9.2 3.7 11.2 2.1

－ 34.1 9.2 17.3 27.4 21.8 16.1 19.1 9.9 11.0 17.6 4.4 11.7 28.9 9.2 2.3 10.3 2.4
50人以下 3,856 32.5 8.4 16.2 26.7 22.0 15.9 18.4 9.5 11.1 17.9 4.2 11.9 29.6 7.7 1.6 10.9 2.3

51～100人 935 35.1 15.6 16.8 29.2 24.2 16.5 18.9 11.9 12.8 12.8 6.7 10.4 33.2 9.2 4.5 12.6 1.4
101～500人 959 38.8 22.0 17.9 32.1 23.7 21.5 19.9 13.0 14.5 11.1 9.4 11.5 33.4 13.2 9.1 11.6 2.1
501人以上 165 45.5 24.2 29.7 33.3 27.3 26.1 21.2 11.5 16.4 10.3 15.2 15.2 31.5 18.2 21.8 5.5 2.4

短時間労働者を雇用している理由（複数回答） 無
回
答

雇
用
者
規
模

計

WB後
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図表Ⅰ－3 短時間労働者に対する厚生年金・健康保険の適用拡大の認知度 

 
 
（２）短時間労働者の週所定労働時間や時給水準の分布変化、厚生年金・健康保険の 

適用者割合の推移 

短時間労働者を「雇用している」企業（n=6,062 社）に、短時間労働者の 1 週間当たりの所

定労働時間について尋ねると、短時間労働者がいるすべての所定労働時間の長さ（複数回答）

では、「週 15 時間以上 20 時間未満」が約半数（50.8％）でもっとも多く、次いで「週 20 時間

以上 25 時間未満」（43.0％）、「週 10 時間以上 15 時間未満」（34.7％）、「週 25 時間以上 30 時

間未満」（33.8％）、「週 30 時間以上」（33.7％）となった（図表Ⅰ－4）。 
また、上記のうち最多人数の所定労働時間の長さ（択一）では、「週 15 時間以上 20 時間未

満」が約 1／4（24.9％）でもっとも多く、これに「週 20 時間以上 25 時間未満」（16.6％）、「週

30 時間以上」（16.0％）が続き、総じて「週 20 時間未満計」が 49.1％、「週 20 時間以上計」

が 43.9％となった。 
 

図表Ⅰ－4 短時間労働者の 1 週間当たりの所定労働時間の長さ 
 
 

 

 
 こうした結果を常用雇用者の人数規模別にみると、短時間労働者がいるすべての所定労働時

間の長さ（複数回答）では、501 人以上企業のピークが「週 20 時間以上 25 時間未満」（81.4％）

で、これに「週 30 時間以上」（76.3％）、「週 25 時間以上 30 時間未満」（75.4％）、「週 15 時間

以上 20 時間未満」（73.7％）が続くのに対し、500 人以下企業群のピークは、いずれも「週 15
時間以上 20 時間未満」となった（図表Ⅰ－5）。具体的にみると、割合の高い順に、101～500
人企業では「週 15 時間以上 20 時間未満」（69.5％）、「週 20 時間以上 25 時間未満」（63.1％）、

「週 30 時間以上」（61.4％）等、51～100 人企業では「週 15 時間以上 20 時間未満」（59.6％）、

「週 20 時間以上 25 時間未満」（51.6％）、「週 30 時間以上」（46.9％）等、50 人以下企業では

「週 15 時間以上 20 時間未満」（44.1％）、「週 20 時間以上 25 時間未満」（36.0％）、「週 10 時

間以上 15 時間未満」（30.6％）等となっている。 

(%)

週5時間未満
週5時間以上
10時間未満

週10時間以上
15時間未満

週15時間以上
20時間未満

週20時間以上
25時間未満

週25時間以上
30時間未満

週30時間以上 無回答
週20時間

未満計
週20時間

以上計

6,062 18.0 29.6 34.7 50.8 43.0 33.8 33.7 2.2 73.3 64.0

－ 17.1 27.0 29.7 44.0 34.9 25.0 24.9 2.7 71.9 55.9

週5時間未満
週5時間以上
10時間未満

週10時間以上
15時間未満

週15時間以上
20時間未満

週20時間以上
25時間未満

週25時間以上
30時間未満

週30時間以上 無回答
週20時間

未満計
週20時間

以上計

6,062 4.9 8.5 10.8 24.9 16.6 11.3 16.0 7.0 49.1 43.9

－ 6.3 10.2 11.8 24.3 15.7 10.6 12.9 8.3 52.5 39.1WB後

短時間労働者がいる所定労働時間の長さ（複数回答）

上記のうち最多人数の所定労働時間の長さ（択一）

計

WB後

計
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また、上記のうち最多人数の所定労働時間の長さ（択一）では、101 人以上企業群のピーク

が「週 30 時間以上」（501 人以上企業で 34.7％、101～500 人企業で 29.3％）に対し、100 人

以下企業群のピークは「週 15 時間以上 20 時間未満」（51～100 人企業で 27.7％、50 人以下企

業で 24.2％）となっている。 
 
図表Ⅰ－5 常用雇用者の規模別にみた短時間労働者の 1 週間当たりの所定労働時間の長さ 

 
 
短時間労働者を「雇用している」企業（n=6,062 社）に、短時間労働者の中で最多人数の時

給水準（月給の場合は時間当たり換算）の推移について尋ねると、2021 年度～現在にかけて

1,000 円未満の割合が低下し、「1,000 円以上 1,100 円未満」や「1,100 円以上 1,200 円未満」

など、1,000 円以上の割合が高まってきた様子が見て取れる 12（図表Ⅰ－6）。 
 

図表Ⅰ－6 短時間労働者の中で最多人数の時給水準の推移 

 
12 最低賃金の全国加重平均額（当該年度の引き上げ後）は、2021 年度が 930 円、2022 年度が 961 円、2023 年度

が 1,004 円、2024 年度が 1,055 円となっている（参考）。 

4.9 
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11.3 

16.0 
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11.9 

24.2 

16.7 
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4.7 
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7.4 

24.7 
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4.1 
0.8 0.0 

2.5 

19.5 
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11.9 

34.7 

7.6 

0

10
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40 ％

上記のうち最多人数の所定労働時間の長さ（択一）
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なお、短時間労働者の中で最多人数の「現在」の時給水準を、常用雇用者の人数規模別にみ

ると、500 人以下企業群では「1,000 円以上 1,100 円未満」がもっとも多いのに対し（101～500
人企業で 30.9％、51～100 人企業で 32.7％、50 人以下企業で 32.4％）、501 人以上企業では

「1,100 円以上 1,200 円未満」（25.4％）が最多となっている（図表Ⅰ－7）。 
現在の分布と 2021 年度の分布を比較して、こうした選択肢の階級を横断するような上昇が

あった割合を算出すると、50 人以下企業が 54.9％、501 人以上企業が 59.3％に対し、51～100
人企業では 62.1％、101～500 人企業では 62.6％とやや高くなっており、（近年、厚生年金・健

康保険の適用拡大対象となった）51～500 人企業群でより活発に、時給水準の引き上げが行わ

れた様子がうかがえる。 
 

図表Ⅰ－7 常用雇用者の規模別にみた短時間労働者の中で最多人数の時給水準の推移 

 
 
また、短時間労働者を「雇用している」企業（n=6,062 社）に、短時間労働者に占める厚生

年金・健康保険の適用者割合（短時間労働者全体の人数に占める、短時間労働者のうち厚生年

金・健康保険が適用されている人数）の推移について尋ねると、2021 年度～現在にかけて、特

に 101～500 人企業及び 51～100 人企業を中心に、着実に上昇してきた様子がうかがえる（図

表Ⅰ－8）。 
図表Ⅰ－8 常用雇用者の規模別にみた 

短時間労働者に占める厚生年金・健康保険の適用者割合の推移 



10 
 

 
「現在」の適用者割合を常用雇用者の人数規模別にみると、（任意適用対象の）50 人以下企

業では「10％未満」がもっとも多く 54.1％となっている。これに対し、（適用拡大がなされた）

51～100 人企業でも「10％未満」が 26.9％でもっとも多いが、101 人以上企業群の最多は「90％
以上」（101～500 人企業で 22.9％、501 人以上企業で 27.1％）であり、特に（厚生年金・健康

保険の適用拡大がなされた）51 人以上企業群では「90％以上」が 2 割超となっている。 
また、現在の分布と 2021 年度の分布を比較して、こうした選択肢の階級を横断するような

上昇があった割合を算出すると、（任意適用対象の）50 人以下企業が 10.5％、（2016 年 10 月

～の適用拡大より時間が経過した）501 人以上企業が 17.8％に対し、（2022 年 10 月～適用拡

大が行われた）101～500 人企業では 36.9％、（2024 年 10 月～適用拡大が行われた）51～100
人企業では 35.6％となり、51～500 人企業群でより顕著に適用者割合が増加してきたことが分

かる。 
 
 
 
４．常用雇用者 51～100 人企業の適用拡大への対応状況等 
（１）要件を満たす短時間労働者（対象者）の雇用状況と適用拡大に際した調整方針、 

適用に伴い実施した取組内容 

 短時間労働者の厚生年金・健康保険の適用範囲が、2022 年 10 月（常用雇用者 101～500 人

企業）に続き、2024 年 10 月から 51～100 人企業にも、更に拡大された。その対応状況につい

て把握するため、まず、①週の所定労働時間 20 時間以上、②月額賃金 8.8 万円以上、③雇用見

込み期間 2 ヶ月超の、すべての要件を満たす短時間労働者（学生除く）の雇用状況について尋

ねると、当該短時間労働者（対象者）を「雇用している」割合は、51～100 人企業（n=845 社）

で 78.9％、101～500 人企業（n=796 社）で 89.1％となった（図表Ⅰ－9）。 
当該短時間労働者を「雇用している」場合に、（新たに）厚生年金・健康保険が適用されるの

に伴い、対象者と概ねどのような方針で調整を行った（行う）か尋ねると、51～100 人企業

（n=667 社）では「できるだけ、適用する」が 60.0％、「どちらかといえば、適用する」が 5.1％
で、合わせて「適用する計」が 65.1％に対し、「中立（短時間労働者の意向にまかせる）」が 30.6％
で、「できるだけ、適用しない」（0.4％）と「どちらかといえば、適用しない」（0.6％）を合わ

せて「適用しない計」が 1.0％となった。 
 

図表Ⅰ－9 対象となる短時間労働者の雇用状況と適用拡大に際した調整方針等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(%)

雇用して
いる

雇用して
いない

無回答

1,759 84.6 15.2 0.2

－ 84.4 15.4 0.2

51～100人 845 78.9 20.7 0.4

101～500人 796 89.1 10.8 0.1

501人以上 118 94.9 5.1 -

計

WB後

常
用
雇
用

者
規
模

対象となる短時間労働者

(%)

できる
だけ、

適用する

どちらかと
いえば、
適用する

中立（ 短時間
労働者の意向
にまかせる ）

どちらかと
いえば、

適用しない

できる
だけ、

適用しない

何とも
言えない・
わからない

無回答 適用する計
適用しない

計

1,488 61.2 5.0 30.2 0.5 0.5 1.1 1.5 66.2 1.1

－ 61.8 5.0 29.4 0.4 0.5 1.1 1.7 66.9 0.9

51～100人 667 60.0 5.1 30.6 0.6 0.4 1.0 2.2 65.1 1.0

101～500人 709 62.9 5.2 29.3 0.4 0.4 0.8 0.8 68.1 0.8

501人以上 112 57.1 3.6 33.0 0.9 1.8 2.7 0.9 60.7 2.7

計

WB後

常
用
雇
用

者
規
模

（新たに）厚生年金・健康保険が適用されるのに伴う対象者との調整方針
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 同様に、101～500 人企業（n=709 社）では「できるだけ、適用する」が 62.9％、「どちらか

といえば、適用する」が 5.2％で、合わせて「適用する計」が 68.1％に対し、「中立（短時間労

働者の意向にまかせる）」が 29.3％となった他、「できるだけ、適用しない」（0.4％）と「どち

らかといえば、適用しない」（0.4％）を合わせて「適用しない計」が 0.8％となった。 
 なお、こうした結果を WB 後で前回の調査結果と比較してみると、51～100 人企業は対応意

向の回答ながら、2022 年度の調査当時は「適用する計」が約 4 割にとどまり、「未定・分から

ない」や無回答が約 3 割あったのに対し、今回 2024 年度調査では「適用する計」が約 2／3 と

顕著に増加した様子が見て取れる（図表Ⅰ－10）。 
また、2022 年 10 月からの適用拡大後、101～500 人企業の「適用する計」の割合も、前回

2022 年度調査の 54.9％から、今回 2024 年度調査では 64.3％と 10 ポイント近い上昇となって

いる。 
一方、2016 年 10 月～の適用拡大後、10 年近くが経過する 501 人以上企業の「適用する計」

については、前回 2022年度調査の 68.8％から今回2024年度調査では 58.1％とむしろ低下し、

「中立（短時間労働者の意向にまかせる）」が増加している。501 人以上企業は集計 n 数が限定

されるが、スタンス変化の可能性もうかがわれ、今後の動向を注視する必要がある。 
 

図表Ⅰ－10 前回 2022 年度と今回 2024 年度で比較した対象者の適用に際した調整方針 

 
 当該短時間労働者（対象者）を「雇用している」場合に、（新たに）厚生年金・健康保険が適

用されるのに伴い実施した取組（複数回答）について尋ねると、常用雇用者の人数規模を問わ

ず「対象者からの、個別の相談・問合せに対応」（51～100 人企業で 56.8％、101～500 人企業

で 55.6％、501 人以上企業で 45.5％）がもっとも多く、次いで「対象者に、適用拡大の概要等

についての説明資料を配布」（同順に 43.6％、43.9％、35.7％）、「対象者に、対応意向について

のアンケートや聴き取りを実施」（同順に 38.7％、32.2％、21.4％）等となった（図表Ⅰ－11）。
総じて、何らかの取組を実施した企業割合は 51～100 人企業で 84.3％、101～500 人企業で

84.5％と 8 割を超えたのに対し、適用拡大から約 10 年を経過する 501 人以上企業では 13「特

にない」も 28.6％と 3 割近い。 

 
13 なお、適用拡大時点から時間が経過するにつれ、「対象者」の考え方も変化し得る（501 人以上企業等の対象者は、直近

で適用拡大がなされた 51～100 人企業等のそれとは異なり得る）点に留意する必要がある。501 人以上企業等では、例え

ば試用期間中の短時間労働者や労働時間を延長し得るかどうか見極めている短時間労働者、賃金要件のみを満たしていな

かった短時間労働者等が「対象者」になると思料される。 
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図表Ⅰ－11 厚生年金・健康保険の対象者への適用に伴い実施した取組 

 
 
 
（２）厚生年金・健康保険の適用を推進した（加入を認めた）理由、適用を回避した（全員

加入とはならなかった）理由 

 当該短時間労働者（対象者）を「雇用している」場合に、そのうちどの程度が（新たに）厚

生年金・健康保険に加入したかについても尋ねると、51～100 人企業（n=667 社）では「全員

が加入」が半数超（51.6％）で、これに「8 割以上（全員未満）が加入」（13.3％）等が続いた

（図表Ⅰ－12）。同様に、101～500 人企業（n=709 社）でも、「全員が加入」が半数近く（49.2％）、

「8 割以上（全員未満）が加入」が 19.2％等で、501 人以上企業（n=112 社）14では、「全員が

加入」が 53.6％、「8 割以上（全員未満）が加入」が 16.1％等となった。 
当該短時間労働者（対象者）の厚生年金・健康保険加入（1 人以上）があった場合（51～100

人企業で 89.7％の n=598 社、101～500 人企業で 93.1％の n=660 社、501 人以上企業で 86.6％
の n=97 社）に、（新たな）厚生年金・健康保険の適用を推進した（加入を認めた）理由につい

て尋ねると（複数回答）、「法律改正で決まったことだから（ありのまま、法令を遵守するため）」

（51～100 人企業で 60.5％、101～500 人企業で 66.1％、501 人以上企業で 76.3％）がもっと

も多く、次いで「短時間労働者自身が、希望したから」（同順に 43.3％、38.8％、35.1％）の他、

「短時間労働者の必要人数を、確保したいから（人手不足だから、求人の優位性を高めたいか

ら）」（同順に 23.4％、23.6％、19.6％）や「短時間労働者の待遇を改善し、定着を図りたいか

ら」（同順に 26.6％、19.1％、9.3％）、「短時間労働者により長い労働時間、働いてもらいたい

から」（同順に 24.4％、20.3％、13.4％）等となった。 
なお、常用雇用者の人数規模別の傾向として、「法律改正で決まったことだから（ありのまま、

法令を遵守するため）」については大規模企業になるほど回答割合が高まるのに対し、「短時間

労働者自身が、希望した（している）から」や「短時間労働者の待遇を改善し、定着を図りた

いから」「短時間労働者により長い労働時間、働いてもらいたいから」については、小規模企業

ほど高くなっている。 
 他方、当該短時間労働者（対象者）の厚生年金・健康保険非加入（1 人以上）があった場合

（51～100 人企業で 46.3％の n=309 社、101～500 人企業で 49.6％の n=352 社、501 人以上

企業で 43.8％の n=49 社）に、厚生年金・健康保険の適用を回避した（全員加入とはならなか

った）理由についても尋ねると（複数回答）、常用雇用者の人数規模にかかわらず、「短時間労

働者が、加入を希望しないから（費用負担回避傾向、就業調整継続等）」（51～100人企業で77.3％、

101～500 人企業で 79.0％、501 人以上企業で 69.4％）がもっとも多く、これに「短時間労働

者が、労働時間の延長を希望しないから（家事・育児、介護、病気、副業等）」（同順に 45.6％、

47.4％、36.7％）等が続いた。 
 

14 注釈 13 同様。 
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図表Ⅰ－12 厚生年金・健康保険の適用を推進した（加入を認めた）理由 

      適用を回避した（全員加入とはならなかった）理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）適用拡大に対応するための雇用管理上の見直し状況 

 当該短時間労働者（対象者）を雇用している場合に、厚生年金・健康保険の適用拡大に対応

するため、短時間労働者の雇用・労務管理上、何らかの見直しを行った（行う）か尋ねると、

「見直しを行った（行う）」割合は、常用雇用者 51～100 人企業（n=667 社）で 38.2％、101
～500 人企業（n=709 社）で 32.7％、501 人以上企業（n=112 社）で 19.6％となった（図表Ⅰ

－13）。 
 「見直しを行った（行う）」場合（51～100 人企業で n=255 社、101～500 人企業で n=232
社、501 人以上企業で n=22 社）に、どのような見直しを行った（行う）かについても尋ねる

と（複数回答）、51～500 人企業群では適用推進のために「対象者等の所定労働時間を延長（こ

れに伴う人数抑制含む）」（51～100 人企業で 64.3％、101～500 人企業で 62.5％）が 6 割超で

もっとも多いのに対し、501 人以上企業では適用回避のために「対象者等の所定労働時間を短

縮（これに伴う人数増大含む）」が 8 割超（81.8％）で最多となった。 
こうした結果を適用推進・回避の目的別に分類すると、51～500 人企業群では「適用推進の

ための見直しのみ行った」割合や「適用推進・回避の両方の見直しを行った」割合が高く、「適

用推進のための見直しを行った計」が「適用回避のための見直しを行った計」を上回っている。

一方、501 人以上企業では「適用推進・回避の両方の見直しを行った」割合や「適用回避のた

めの見直しのみ行った」割合が高く、「適用回避のための見直しを行った計」が「適用推進のた

めの見直しを行った計」を大きく上回った。 



14 
 

図表Ⅰ－13 適用拡大に対応するための雇用管理上の見直し状況 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
（４）適用拡大に伴う短時間労働者の「雇用者数」や「所定労働時間の平均的な長さ」の変化 

 当該短時間労働者（対象者）を「雇用している」場合に、厚生年金・健康保険の適用拡大に

伴い、短時間労働者の「雇用者数」や「所定労働時間の平均的な長さ」がどのように変化した

か尋ねると、いずれも「横ばい（±5％未満）」が最多となったものの、常用雇用者 51～500 人

企業群では「増加計」が「減少計」を上回り、特に「所定労働時間の平均的な長さ」の「増加

計」が 51～100 人企業（n=667 社）で 14.4％、101～500 人企業（n=709 社）で 11.7％等とな

った（図表Ⅰ－14）。これに対し、501 人以上企業（n=112 社）では「減少計」が優勢となった

他、「何とも言えない・わからない」が 2 割超となっている。 
 

図表Ⅰ－14 適用拡大に伴う短時間労働者の「雇用者数」や 
    「所定労働時間の平均的な長さ」の変化 
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５．更なる適用拡大が行われた場合の対応意向 

常用雇用者の人数規模が 50 人以下の企業群（n=4,107 社）を対象に、今後、すべての要件

（①週の所定労働時間 20 時間以上、②月額賃金 8.8 万円以上、③雇用見込み期間 2 ヶ月超）

を満たす短時間労働者（対象者）に、50 人以下の企業でも厚生年金・健康保険が適用されるこ

ととなった場合に、どのような対応を行うと思うか尋ねると、「短時間労働者自身の希望に基づ

き、適用を推進する」が 40.3％、「短時間労働者自身の希望を踏まえつつ、会社側の事情も交え

て適用可否を判断する（一定割合に適用推進する一方、一定割合の適用を回避する）」が 34.6％、

「短時間労働者自身の希望に関係なく、適用を回避する」が 4.1％で、「何とも言えない・わか

らない」が 20.2％となった（図表Ⅰ－15）。 
なお、常用雇用者の人数規模別の傾向をみると、50 人以下でもより規模が大きいほど「短時

間労働者自身の希望に基づき、適用を推進する」割合や「短時間労働者自身の希望を踏まえつ 
 

図表Ⅰ－15 更なる適用拡大が行われた場合の対応意向とその理由 
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つ、会社側の事情も交えて適用可否を判断する（同）」割合が高く、より小規模になるほど「何

とも言えない・わからない」割合等が高くなっている。 
他方、常用雇用者の人数規模が 51 人以上の企業群（n=1,759 社）を対象に、今後、厚生年

金・健康保険の更なる適用拡大（労働時間要件の引下げや賃金要件の廃止）が行われた場合に、

どのような対応を行うと思うか尋ねると、「短時間労働者自身の希望に基づき、適用を推進する」

が 47.0％、「短時間労働者自身の希望を踏まえつつ、会社側の事情も交えて適用可否を判断す

る（同）」が 25.8％、「短時間労働者自身の希望に関係なく、適用を回避する」が 0.9％で、「何

とも言えない・わからない」が 25.7％となった。なお、常用雇用者の人数規模別の傾向として、

（50 人以下の企業群とは異なり）より大規模企業になるほど、「何とも言えない・わからない」

が高くなっている。 
「短時間労働者自身の希望に基づき、適用を推進する」あるいは「短時間労働者自身の希望

を踏まえつつ、会社側の事情も交えて適用可否を判断する（同）」場合（50 人以下の企業群で

n=3,076 社、51 人以上の企業群で n=1,280 社）に、厚生年金・健康保険の新たな適用を推進す

る理由について尋ねると（複数回答）、常用雇用者の人数規模を問わず、「ありのまま、法令を

遵守するため」（同順に 41.8％、63.9％）がもっとも多く、これに「短時間労働者の待遇を改善

し、定着を図りたいから」（同順に 36.9％、26.3％）や「短時間労働者自身が、希望している

（と思う）から」（同順に 29.3％、30.9％）、「短時間労働者の必要人数を、確保したいから（人

手不足だから、求人の優位性を高めたいから）」（同順に 27.5％、28.5％）等が続いた。なお、

「ありのまま、法令を遵守するため」の回答割合は大規模企業になるほど高まるのに対し、小

規模企業では「短時間労働者の待遇を改善し、定着を図りたいから」等が高くなっている。 
また、「短時間労働者自身の希望を踏まえつつ、会社側の事情も交えて適用可否を判断する

（同）」あるいは「短時間労働者自身の希望に関係なく、適用を回避する」場合（50 人以下の

企業群で n=1,589 社、51 人以上の企業群で n=469 社）に、厚生年金・健康保険の新たな適用

を回避する理由についても尋ねると（複数回答）、「短時間労働者自身が、希望しない（と思う）

から」（同順に 57.5％、72.9％）がもっとも多く、これに「人件費の増加に、つながるから」（同

順に 47.1％、28.4％）等が続いた。 
 
 
６．「年収の壁・支援強化パッケージ」の認知度と活用状況・意向 

 短時間労働者を「雇用している」企業（n=6,062 社）を対象に、短時間労働者がいわゆる「年

収の壁」を意識せずに働くことができる環境作りに向けて、2023 年 10 月～「年収の壁・支援

強化パッケージ」（特別な施策）が実施されていること（全般）の認知度について尋ねると、「知

っている」割合は約半数（50.7％）となった。常用雇用者の人数規模別にみると、10 人以下企

業の 42.5％～501 人以上企業の 76.3％迄、大規模企業になるほど高まる傾向が見て取れる（図

表Ⅰ－16）。 

図表Ⅰ－16 「年収の壁・支援強化パッケージ」の認知度 
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（１）「キャリアアップ助成金（社会保険適用時処遇改善コース）」について 

 短時間労働者を「雇用している」企業（n=6,062 社）に、短時間労働者の所定労働時間の延

長や昇給（賃上げ）、手当支給を通じて新たに厚生年金・健康保険を適用した場合には、「キャ

リアアップ助成金（社会保険適用時処遇改善コース）」が支給される可能性があることを知って

いるか尋ねると、「既に、活用している」が 3.3％、「知っている、今後、活用予定」が 5.2％に

対し、「知っているが、活用予定なし」が 41.2％でもっとも多く、「知らないが、今後、活用を

検討したい」が 29.4％、「知らないし、今後も活用予定なし」が 18.5％となった（図表Ⅰ－17）。 
 「既に、活用している」あるいは「知っている、今後、活用予定」の場合（n=518 社）に 15、

申請に当たり活用した（活用予定の）メニューについても尋ねると（複数回答）、「労働時間延

長メニュー」が 42.3％でもっとも多く、次いで「手当等支給メニュー」（36.1％）、「併用メニュ

ー」（21.2％）となった。また、取組前後で短時間労働者の厚生年金・健康保険適用者数がどの

程度、増加したか（増加すると見込んでいるか）についても尋ねると、「変化なし」が 29.3％、

「何とも言えない・わからない」が 24.3％となったが、「＋5％未満、増加」（14.7％）を始め増

加した割合も計 33.0％となった。 
 

図表Ⅰ－17 「キャリアアップ助成金（社会保険適用時処遇改善コース）」 
    の活用状況・意向とその効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
15 結果として n 数が限定される設問については、敢えて規模別に展開しない。 
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 一方、「キャリアアップ助成金（社会保険適用時処遇改善コース）」について「知っているが、

「活用予定なし」あるいは「知らないし、今後も活用予定なし」と回答した場合（n=3,621 社）

に活用しない理由についても尋ねると（複数回答）、「対象となる短時間労働者が、いないから」

（46.7％）がもっとも多く、これに「短時間労働者自身が、扶養の範囲内で働くことを希望す

るから」（35.1％）、「短時間労働者自身が、労働時間の延長を希望しないから」（33.6％）等が

続いた。 

 

 

（２）「130 万円の壁対策」について 

 短時間労働者を「雇用している」企業（n=6,062 社）に、繁忙期に労働時間を延ばすなどし

て短時間労働者の収入が一時的に上がっても、事業主がその旨を証明することで、引き続き、

扶養に入り続けられる仕組み（130 万円の壁対策）を知っているかについても尋ねると、「既に、

活用している」が 6.5％、「知っている、今後、活用予定」が 10.3％に対し、「知っているが、

活用予定なし」が最多の 38.9％で、「知らないが、今後、活用を検討したい」が 26.9％、「知ら

ないし、今後も活用予定なし」が 13.9％となった（図表Ⅰ－18）。 
 

図表Ⅰ－18 「130 万円の壁対策」の活用状況・意向とその効果 
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 「既に、活用している」場合（n=394 社）に 15、一時的な収入変動にかかる事業主証明を発

行した、短時間労働者の人数割合がどれくらいか尋ねると、「（1 人以上）、2 割未満に発行」が

約半数（50.5％）で、「わからない」が 18.8％等となった。また、「130 万円の壁対策」に伴い、

短時間労働者の「就業調整」がどの程度、緩和されたかについても尋ねると、「変化なし」が

39.1％、「何とも言えない・わからない」が 25.6％となったが、「やや緩和された」（22.8％）と

「大いに緩和された」（9.1％）を合わせて「緩和された計」も 32.0％となった。 
なお、「130 万円の壁対策」について「知っているが、活用予定なし」あるいは「知らないし、

今後も活用予定なし」と回答した場合（n=3,202 社）に、活用しない理由を尋ねると（複数回

答）、「対象となる短時間労働者が、いないから」（58.8％）がもっとも多く、これに「短時間労

働者自身が、労働時間の延長を希望しないから」（37.7％）等が続いた。 
 
 

（３）「配偶者手当への対応」について 

 「年収の壁・支援強化パッケージ」では、配偶者の勤め先の「配偶者手当」を受給するため、

103 万円等の収入額要件を超えないようにする就業調整（働き控え）の抑制に向けて、企業に

制度見直しを提起している。そこで、全有効回答企業（n=9,067 社）における「配偶者手当」

の支給状況についても把握すると、2023 年 9 月末時点で「配偶者の収入額を支給要件とする

配偶者手当を支給」していた割合が 18.7％（WB 後 14.0％）に対し、現在の同割合は▲0.5 ポ

イント（WB 後 0.3 ポイント）の 18.2％（WB 後 13.7％）となった（図表Ⅰ－19）。 
 

図表Ⅰ－19 「配偶者手当」の支給・見直し状況とその理由 
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また、それ以外の要件のみの場合を含め、2023 年 9 月末時点で「配偶者手当」を支給してい

た割合が 33.9％（WB 後 27.8％）に対し、現在、「配偶者手当」を支給している割合は 32.7％
（WB 後 26.9％）で、2023 年 9 月末時点比で▲1.2 ポイント（WB 後▲0.9 ポイント）となっ

た。 
2023 年 9 月末時点で「配偶者手当」を支給していた場合（n=3,072 社）に、2023 年 10 月以

降、調査時点迄に、「配偶者手当」にかかる見直し状況について尋ねると、何らかの見直しを「行

った」割合は 6.5％（WB 後 7.0％）で、見直しを行った場合（n=199 社）の理由としては（複

数回答）15、「こどもや高齢者、障がいがある親族等を対象とする手当を拡充するため」が 45.7％
（WB 後 48.4％）でもっとも多く、これに「役割・職務に応じた賃金とするため」の 23.6％
（WB 後 24.3）等が続いた。 
一方、配偶者手当の見直しを「行っていない」（93.2％）場合（n=2,362 社）の理由について

も尋ねると（複数回答）、「特に、理由はない（検討の必要性を感じないため等）」が 63.3％（WB
後 64.8％）でもっとも多く、これに「引き続き、同様の配偶者手当（配偶者の収入額を支給要

件とすること等）が必要と考えるため」が 17.1％（WB 後 17.1％）、「今後、検討するため（賃

金全体を見直す中で対応予定等）」が 10.1％（WB 後 8.8％）等となった。 
 

 

 

Ⅱ 労働者 Web 調査結果の概要 
１． 短時間労働者という形態で働いている理由や短時間労働者にも厚生年金・健康保険が適

用されることの認知度等 

（１）短時間労働者という形態で働いている理由 

 全有効回答労働者（n=10,000 人）で、現在、短時間労働者という形態で働いている理由につ

いて尋ねた結果をみると（複数回答）、「自分の都合の良い日や時間帯に、働きたいから」（46.4％）

がもっとも多く、これに「時間を有効に使えるから」（25.5％）や「労働時間や出勤日数が短い

から」（20.2％）、「休みやすいから」（19.3％）、「育児や介護、家事負担があるから」（17.8％）、

「正社員として働くことが、体力的に難しいから」（17.2％）等が続いた（図表Ⅱ－1）。 
こうした結果を 1 週間の所定労働時間別にみると、「自分の都合の良い日や時間帯に、働き

たいから」は長さに依らず最多で、所定労働時間がより短いほど回答割合が高まる（週 30 時間

以上フルタイム未満で 30.4％⇒週 10 時間未満で 54.7％）のに対し、「正社員としての働き口

が見つからなかったから、正社員になれないから」等については、所定労働時間が長いほど高

くなっている（週 10 時間未満で 5.2％⇒週 30 時間以上フルタイム未満で 16.8％）。 
 

図表Ⅱ－1 短時間労働者という形態で働いている理由 
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（２）短時間労働者にも厚生年金・健康保険が適用されることの認知度等 

全有効回答労働者（n=10,000 人）で、短時間労働者にも厚生年金・健康保険が適用されるこ

と 16の認知度について尋ねた結果をみると、「知っている」との回答は 64.7％で「知らない・

わからない」が 35.3％となった（図表Ⅱ－2）。 
「知っている」との回答は、勤め先の常用雇用者の人数規模が小さくなるほど低下する傾向

が見られ、2024 年 10 月～適用対象の 51～100 人企業に勤務する短時間労働者（n=439 人）で

は 72.2％となったが、50 人以下企業（61.7％）も含めた周知徹底が求められる。 
 

図表Ⅱ－2 短時間労働者にも厚生年金・健康保険が適用されることの認知度 
 
 
 
 
 
 
 
また、全有効回答労働者（n=10,000 人）で、「公的年金」の仕組みや役割などについての理

解度を尋ねた結果をみると（複数回答）、正答率の高い順に「学生を含めた 20 歳以上の国民は、

国民年金に加入する義務がある」（61.4％）、「保険料の納付状況に応じて、年金額が変動する」

（49.3％）、「『ねんきんネット』という、年金の支払い記録や将来年金の見込額などを、パソコ

ンやスマートフォンから確認できるサービスがある」（45.9％）、「生涯にわたり（終身）、年金

を受給できる」（45.1％）となった（図表Ⅱ－3）。 
総じて、何らかの正答があった割合は 8 割を超えた（81.8％）ものの、全問正答の割合は 1

割程度（11.3％）となった。何らかの正答があった割合は、年齢層が上昇するほど高まるが、

～30 歳代までは 6 割台となっている。厚生年金・健康保険の適用拡大に伴い今後の働き方を考

える上でも、「保険料の納付状況に応じて、年金額が変動する」こと等、引き続き、公的年金制

度全般にかかる周知の取組が求められる。 
 

図表Ⅱ－3 公的年金制度全般に対する理解度 

 
 

16 厚生年金・健康保険が適用されている事業所に勤務する短時間労働者については、基本的に、週の所定労働時間が 30
時間以上の｢常用雇用者｣であれば適用される。また、一定規模の企業に勤務する場合は、①週の所定労働時間 20 時間以

上、②月額賃金 8.8 万円以上、③雇用見込み期間 2 ヶ月超のすべての要件を満たす短時間労働者（学生除く）にも適用さ

れることを注釈した。 
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２．適用拡大への対応状況や厚生年金・健康保険に加入した理由 
（１）常用雇用者 51～100 人企業に勤務する短時間労働者の適用拡大（2024 年 10 月 

～）への対応状況 

全有効回答労働者のうち、常用雇用者 51～100 人企業に勤務する短時間労働者（適用拡大前

からの厚生年金・健康保険適用者を除く、n=322 人）を対象に、2024 年 10 月～の適用拡大に伴い、

自身の働き方（所定労働時間の長さ）や社会保険の適用状況に変化があったか尋ねると、「厚生年金・

健康保険は適用されておらず、今後も働き方を変える予定はない」が 41.0％となったものの、「厚

生年金・健康保険が適用されるよう、かつ手取り収入が増える（維持できる）よう、所定労働時間

を延長した（してもらった）」が 3.4％、「所定労働時間はそのまま、厚生年金・健康保険が適用され

た」が 13.4％で合わせて 16.8％に対し、「厚生年金・健康保険が適用されないよう、所定労働時間

を短縮した（してもらった）」は 10.9％で、「厚生年金・健康保険は適用されておらず、働き方にも

変化はないが、今後については検討している」が 29.8％となった（図表Ⅱ－4）。 
なお、「厚生年金・健康保険は適用されておらず、働き方にも変化はないが、今後については検討

している」場合（n=96 人）に、今後の変更意向についても尋ねると「わからない・何とも言えない」

が 36.5％となったが、「厚生年金・健康保険が適用されるよう、かつ手取り収入が増える（維持でき

る）よう、所定労働時間を延長したい」が 28.1％、「働き方（所定労働時間）はそのまま、厚生年金・

健康保険に加入したい」が 11.5％に対し、「今後も厚生年金・健康保険が適用されないよう、所定労

働時間を短縮したい」が 22.9％となった。こうした結果を合算集計すると、「厚生年金・健康保険が

適用されるよう、かつ手取り収入が増える（維持できる）よう、所定労働時間を延長した（しても

らった）／したい」が 11.8％、「所定労働時間はそのまま、厚生年金・健康保険が適用された／たい」

が 16.8％で合わせて 28.6％に対し、「厚生年金・健康保険が適用されないよう、所定労働時間を短

縮した（してもらった）／したい」が 17.7％等となっている。 
 

図表Ⅱ－4 51～100 人企業に勤務する短時間労働者の適用拡大への対応状況 
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（２）常用雇用者 101 人以上企業に勤務する短時間労働者の被保険者区分の転換状況 

 全有効回答労働者のうち、常用雇用者 101 人以上企業に勤務し、「厚生年金に加入（第 2 号被保

険者）」している短時間労働者（n=648 人）に、現在の勤め先での被保険者区分の転換状況について

尋ねると、「他の被保険者区分から、『厚生年金に加入（第 2 号被保険者）』に転換した」が 30.4％、

「『厚生年金に加入（第 2 号被保険者）』するため、現在の勤め先に転職した」が 11.4％で合わせて

41.8％に対し、「転換・転職していない、被保険者区分に変化はない」が 58.2％となった（図表Ⅱ

－5）。 
図表Ⅱ－5 101 人以上企業に勤務する短時間労働者の被保険者区分の転換状況 

 
 
（３）厚生年金・健康保険に加入した（したい）理由と加入者の特徴 

（１）で厚生年金・健康保険が適用された／今後の意向として適用されるようにしたい場合 17、

あるいは（２）で他の被保険者区分から転換・転職して加入した場合（n=363 人）に、厚生年金・

健康保険に加入した（したい）理由について尋ねると（複数回答）、「将来の年金額を増やしたいか

ら」（36.6％）がもっとも多く、これに「保険料の負担が軽くなるから」（27.8％）、「勤め先から（加

入するよう）言われたから、勧められたから」（22.9％）、「より長い時間、働けるようになったから」

（20.9％）、「収入を増やしたい（維持したい）から」（19.0％）等が続いた（図表Ⅱ－6）。 
常用雇用者の人数規模別にみると、いずれも最多は「将来の年金額を増やしたいから」で、次い

で 51～100 人企業に勤務している場合は「より長い時間、働けるようになったから」（23.9％）や

「保険料の負担が軽くなるから」（22.8％）、また、101 人以上企業では「保険料の負担が軽くなる

から」（101～500 人で 27.3％、501 人以上で 30.6％）や「勤め先から（加入するよう）言われたか

ら、勧められたから」（同順に 25.0％、27.9％）となった。「保険料の負担が軽くなるから」や「収

入を増やしたい（維持したい）から」については、大規模になるほど回答割合が高まるのに対し、

「より長い時間、働けるようになったから」については小規模ほど高くなっている。 
 

図表Ⅱ－6 厚生年金・健康保険に加入した（したい）理由 

 
17 常用雇用者 51～100 人企業に勤務する短時間労働者で「厚生年金・健康保険が適用されるよう、かつ手取り収入が増え

る（維持できる）よう、所定労働時間を延長した（してもらった）」あるいは「所定労働時間はそのまま、厚生年金・健康保険が適

用された」と回答した場合、また、今後の意向として「厚生年金・健康保険が適用されるよう、かつ手取り収入が増える（維持で

きる）よう、所定労働時間を延長したい（所定労働時間を延長できる会社への転職を含む）」あるいは「働き方（所定労働時間）

はそのまま、厚生年金・健康保険に加入したい」と回答した場合。 
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なお、最低賃金の上昇が続く中、「賃金（時給等）が上がったから、賃金が上がったのに労働時間

を減らすのは意味がないから」（8.8％）や、2023 年 10 月～の「『年収の壁・支援強化パッケージ』

がスタートしたから（パッケージがなければ、入らなかったかも知れない）」（3.0％）等の回答も、

確認された。 
 また、（１）で厚生年金・健康保険が適用された／今後の意向として適用されるようにしたい場合

17、あるいは（２）で他の被保険者区分から転換・転職して加入した場合（n=363 人）の、加入以

前（現在含む 18）の社会保険（年金）の種類については、「国民年金に加入（第 1 号被保険者）」が

45.5％に対し、「厚生年金に加入する配偶者の被扶養者（第 3 号被保険者）」が 43.5％、「その他」が

11.0％となった（図表Ⅱ－7）。 
厚生年金・健康保険に加入した（したい）理由（複数回答）について、こうした被保険者区分別

でもみると、いずれも「将来の年金額を増やしたいから」（「国民年金に加入（第 1 号被保険者）」で

41.8％、「厚生年金に加入する配偶者の被扶養者（第 3 号被保険者）」で 30.4％等）がもっとも多く、

次いで「国民年金に加入（第 1 号被保険者）」している場合は「保険料の負担が軽くなるから」（36.4％）

や「勤め先から（加入するよう）言われたから、勧められたから」（26.7％）等、「厚生年金に加入

する配偶者の被扶養者（第 3 号被保険者）」では、「より長い時間、働けるようになったから」（27.2％）

や「収入を増やしたい（維持したい）から」（22.8％）等となっている。 
 
図表Ⅱ－7 以前（現在含む）の社会保険（年金）の種類と厚生年金・健康保険に加入した理由 

 
 
 
 

 
 
３．今後、更なる適用拡大が行われた場合の対応意向 
（１）常用雇用者 50 人以下企業まで適用拡大が行われた場合 

全有効回答労働者のうち、現在の社会保険（年金）の種類が「国民年金に加入（第 1 号被保

険者）」「配偶者が加入する被用者年金の被扶養配偶者（第 3 号被保険者）」あるいは「その他」

 
18 今後の意向として適用されるようにしたいと回答した場合。 
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で、常用雇用者 50 人以下企業 19に勤務する短時間労働者（n=2,731 人）に、厚生年金・健康保

険適用の企業規模要件が緩和され、自身の働く事業所でも週の所定労働時間 20 時間以上かつ

月額賃金 8.8 万円以上が対象になった場合の対応意向について尋ねると、「何とも言えない、わ

からない」が 52.8％となったものの、「厚生年金・健康保険が更に拡大されるなら、正社員とし

て働く（働きたい）」が 6.3％、「厚生年金・健康保険が適用されるよう、かつ手取り収入が増え

るよう、（短時間労働者のまま）働く時間を延ばす」及び「厚生年金・健康保険が適用されるよ

う、（短時間労働者のまま）働く時間を延ばすが、手取り収入が減らない程度の増加に抑える」

がともに 9.8％で、総じて適用を受容する割合が計 26.0％に対し、「厚生年金・健康保険が適用

にならないよう、働く時間を短くする」が 15.3％、「自営業や個人請負等の独立した形態で働

く（内職を含む）」が 1.5％、「働くことをやめる」が 3.0％で、合わせて適用を回避する割合が

計 19.8％となった（図表Ⅱ－8）。 
こうした結果を、現在の社会保険（年金）の種類別にみると、「国民年金に加入（第 1 号被保険

者）」している場合は、適用受容計（27.2％）が適用回避計（14.8％）を 10 ポイント以上、上回っ

たのに対し、「配偶者が加入する被用者年金の被扶養者（第 3 号被保険者）」では、両者が同程度（同

順に 27.3％、27.0％）で拮抗している。 
 

図表Ⅱ－8 50 人以下企業で現行の働き方要件で適用拡大が行われた場合の対応意向 

 
 
（２）常用雇用者 51 人以上企業等 20で自身の現在の働き方が適用対象になった場合 

現在の社会保険（年金）の種類が「国民年金に加入（第 1 号被保険者）」「配偶者が加入する

被用者年金の被扶養配偶者（第 3 号被保険者）」あるいは「その他」で、常用雇用者 51 人以上

あるいは規模不明の企業に勤務する短時間労働者（n=4,568 人）に、厚生年金・健康保険の適

用要件である週の所定労働時間要件や賃金要件が更に引き下げられ、自身の現在の働き方が対

象になった場合の対応意向についても尋ねると、「何とも言えない、わからない」が 54.2％と

なったものの、「厚生年金・健康保険が更に拡大されるなら、正社員として働く（働きたい）」

 
19 調査上は、規模不明の場合も同様に尋ねているが、本資料では常用雇用者 50 人以下に限定した集計結果を示す。 
20 50 人以下企業に勤務する場合も同様に尋ねているが、本資料では（1）以外での集計結果を示す。 
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が 3.7％、「厚生年金・健康保険が適用されるよう、かつ手取り収入が増えるよう、（短時間労働

者のまま）働く時間を延ばす」が 9.1％、「厚生年金・健康保険が適用されるよう、（短時間労働

者のまま）働く時間を延ばすが、手取り収入が減らない程度の増加に抑える」が 8.8％で、総じ

て適用を受容する割合が計 21.5％に対し、「厚生年金・健康保険が適用にならないよう、働く

時間を短くする」が 18.7％、「自営業や個人請負等の独立した形態で働く（内職を含む）」が 0.9％、

「働くことをやめる」が 3.7％で、合わせて適用を回避する割合が計 23.3％となった（図表Ⅱ

－9）。 
現在の社会保険（年金）の種類別にみると、「国民年金に加入（第 1 号被保険者）」している場合

は、適用受容計（24.6％）が適用回避計（16.8％）を上回ったのに対し、「配偶者が加入する被用者

年金の被扶養者（第 3 号被保険者）」は、適用回避計（31.4％）が適用受容計（23.0％）を上回って

いる。また、常用雇用者の人数規模別では、小規模になるほど適用受容計が高く、500 人以下で適

用回避計を上回った。 
 

図表Ⅱ－9 51 人以上企業等で自身の現在の働き方が適用対象になった場合の対応意向 

 
 
 
（３）厚生年金・健康保険に加入する・しない理由 

（１）あるいは（２）で「厚生年金・健康保険が更に拡大されるなら、正社員として働く（働

きたい）」「厚生年金・健康保険が適用されるよう、かつ手取り収入が増えるよう、（短時間労働

者のまま）働く時間を延ばす」あるいは「厚生年金・健康保険が適用されるよう、かつ手取り

収入が増えるよう、（短時間労働者のまま）働く時間を延ばすが、手取り収入が減らない程度の

増加に抑える」と回答した場合（n=1,693 人）に、厚生年金・健康保険に加入する理由につい

て尋ねると（複数回答）、「将来の年金額を増やしたいから」（47.3％）がもっとも多く、これに

「保険料の負担が軽くなるから」（38.4％）、「収入を増やしたい（維持したい）から」（37.2％）

等が続いた（図表Ⅱ－10）。男性や「国民年金に加入（第 1 号被保険者）」している場合は、「保険

料の負担が軽くなるから」や「将来の年金額を増やしたいから」が多いのに対し、女性や「配偶

者が加入する被用者年金の被扶養者（第 3 号被保険者）」では、「将来の年金額を増やしたいから」
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や「収入を増やしたい（維持したい）から」が多くなっている。また、50 歳代まで、年齢層が

上昇するほど「将来の年金額を増やしたいから」が高まるのに対し、年齢層が低下するほど「収

入を増やしたい（維持したい）から」が高くなっている。 
一方、（１）あるいは（２）で「厚生年金・健康保険が適用されないよう、所定労働時間を短

縮する」「自営業や個人請負等の独立した形態で働く（内職を含む）」あるいは「働くことをや

める」と回答した場合（n=1,605 人）に、厚生年金・健康保険に加入しない理由を尋ねると（複

数回答）、「手取り収入が減少するから」（52.5％）がもっとも多く、これに「健康保険の扶養か

ら外れるから」（33.6％）、「配偶者控除を受けられなくなるから、配偶者特別控除が逓減される

から」（25.4％）や「加入するメリットがわからないから」（24.8％）が続いた。女性や「配偶者

が加入する被用者年金の被扶養者（第 3 号被保険者）」では、「健康保険の扶養から外れるから」

や「配偶者控除を受けられなくなるから、配偶者特別控除が逓減されるから」が顕著に高い。 
 
図表Ⅱ－10 更なる適用拡大が行われた場合に厚生年金・健康保険に加入する／しない理由 
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また、年齢層を問わず、「手取り収入が減少するから」が最多となる中、「健康保険の扶養か

ら外れるから」や「配偶者控除を受けられなくなるから、配偶者特別控除が逓減されるから」

については 50 歳代まで、年齢層が上昇するほど高くなっている。 
 
 
４．就業調整の状況や就業調整の必要がなくなった場合の就業希望等 

（１）就業調整（年収・月収や労働時間の調整）の状況や意識している年収水準 
全有効回答労働者（n=10,000 人）で、就業調整（年収・月収や労働時間の調整）の状況につ

いて尋ねた結果をみると、「年収・月収を意識して、就業調整している」が 19.5％、「労働時間

を意識して、就業調整している」が 7.5％、「年収・月収と労働時間のどちらも意識して、就業

調整している」が 10.5％で、総じて就業調整している割合は 37.5％（うち年収・月収を意識が

29.9％、労働時間を意識が 18.0％）となった（図表Ⅱ－11）。なお、こうした結果を世帯の家計

状況別にみると、就業調整している割合は、家計にゆとりがあるほど高まる傾向が見て取れる。 
また、「年収・月収」を意識して就業調整している場合（n=2,992 人）に、（これ以下に抑えよ

うと）意識している個人年収水準についても尋ねると、「103 万円以下」（28.8％）や「100 万円以

下」（27.6％）が多く、これに「130 万円以下」（21.8％）、「106 万円以下」（9.0％）が続いた。家計

状況にかかわらず、「100 万円以下」及び「103 万円以下」が多く、いずれも半数超となっている。 
なお、「100 万円以下」あるいは「103 万円以下」を意識している場合（n=1,686 人）に、いわゆ

る「103 万円の壁」についての認知度も尋ねると、①自身の年収が「103 万円」を超えると納税義

務が生じる所得税は、年収全体ではなく 103 万円を超えた部分にのみ課税 21されることを「知って

いる」割合は 67.1％、また、②会社員の所得が 900 万円以下であれば、配偶者の年収が「103 万円」

を超えても 150 万円以下なら配偶者特別控除が満額（103 万円以下の場合の配偶者控除と同額）受

けられることを「知っている」割合は 52.3％、③「103 万円」等を超えて働くかどうかで、生涯年

収とともに受給できる年金額にも大きな差が生じること 22を「知っている」割合は59.3％となった。 
 

図表Ⅱ－11 就業調整（年収・月収や労働時間の調整）の状況 
  
 
 
 
 
 

 
21 課税所得が 195 万円未満迄は 5％であることを注釈した。 
22 東京都くらし方会議の試算によると、出産に伴い 31 歳で退職し、育児期間を経て 41 歳で再就職する場合、年収 300 万

円で働けば（22 歳の就職時点からの）生涯年収は約 3.8 億円、（65～89 歳迄に受給できる）年金は約 9 千万円に対し、年

収 100 万円で働くと生涯年収は約 3.5 億円、年金は約 7 千万円になることを例示した。 

https://www.mhlw.go.jp/content/12601000/001253465.pdf#page=%5B7%5D
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（２）就業調整している理由 
就業調整している場合（n=3,745 人）にその理由についても尋ねると（複数回答）、「一定の収入

を超えると、住民税を支払わなければならないから」（38.0％）がもっとも多く、次いで「一定の収

入を超えると、所得税を支払わなければならないから」（36.1％）、「一定の収入を超えると、配偶者

の健康保険・厚生年金保険の被扶養者からはずれ、自身で加入しなければならなくなるから」

（29.8％）、「一定の収入を超えると、配偶者控除が無くなるから」（28.9％）、「一定の労働時間等を

超えると、厚生年金、健康保険の保険料を支払わなければならないから」（26.5％）等となった（図

表Ⅱ－12）。なお、「年収・月収」を意識して就業調整している場合に、（これ以下に抑えようと）

意識している個人年収水準（～150 万円以下迄抜粋）と就業調整している理由の関係についてもみ

ると、水準が低下するほどより多く複合的な理由を回答しており、年収の壁としての厚みを増す様

子がうかがえる。 
また、こうした結果を 2023 年の世帯全体の年収別でもみると、「一定の労働時間等を超えると、

厚生年金、健康保険の保険料を支払わなければならないから」や「一定の収入を超えると、配偶者

の健康保険・厚生年金保険の被扶養者からはずれ、自身で加入しなければならなくなるから」「一定

の収入を超えると、配偶者控除が無くなるから」「一定の収入を超えると、配偶者特別控除が減額さ

れる、無くなるから」等については、水準が上昇するほど高まる傾向が見て取れる。これに対し、

「一定の収入を超えると、非課税世帯として受け取れる給付金がもらえなくなるから」や「会社か

ら、言われているから」等については、水準が低下するほど高くなっている。 
 

図表Ⅱ－12 就業調整している理由 

 
 
（３）就業調整の必要がなくなった場合の就業希望 
現在、就業調整している場合（n=3,745 人）に、仮に年収や労働時間によって就業調整を行う必

要がなくなったら、現状以上に働くことを希望するかについて、育児や介護、家事負担、健康上の

理由等、実際により長い労働時間、働くことが可能かどうかも含めて尋ねると、総じて働くことを

希望する割合は計 64.7％となったが、「働くことを希望するが、実際に働けるかどうかはわからな

い」（27.0％）との回答も多く、「働くことを希望し、実際にもっと働ける」は 28.3％となった（図
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表Ⅱ－13）。なお、「働くことを希望しないが、働こうと思えば、実際にはもっと働ける」は 20.4％
で、合わせて希望の有無にかかわらず、実際にもっと働ける割合は計 48.7％となった。 
こうした結果を年齢層別にみると、総じて働くことを希望する割合は、若年層になるほど概ね高

まる傾向が見られるが、「働くことを希望し、実際にもっと働ける」との差は「30 歳代」（42.2 ポイ

ント差）で高い。また、「働くことを希望しないが、働こうと思えば、実際にはもっと働ける」割合

は、高齢層になるほど概ね高まり「60 歳代」で 4 人に一人以上（27.0％）となっている。 
１．（１）でみた短時間労働者という形態で働いている理由（複数回答）との関係をみると、「働

くことを希望し、実際にもっと働ける」割合は、「すぐに働き始めたかったから」（39.6％）や「正

社員としての働き口がみつからなかったから、正社員になれないから」（37.2％）が高いのに対し、

「病気や障がい等の事情があるから」（11.2％）、「定年後の再雇用だから、高齢だから」（16.1％）

や「正社員として働くことが、体力的に難しいから」（17.4％）では低くなっている。なお、総じて

働くことを希望する割合と「働くことを希望し、実際にもっと働ける」割合の差がもっとも開いて

いるのは「病気や障がい等の事情があるから」（53.2 ポイント差）であり、次いで「育児や介護、家

事負担があるから」及び「正社員としての働き口が見つからなかったから、正社員になれないから」

（ともに 43.3 ポイント差）となった。こうした中、世帯の家計状況別では、家計にゆとりがないほ

ど、総じて働くことを希望する割合が高まるものの、「働くことを希望し、実際にもっと働ける」と

の差も大きくなることが分かる。一方、家計にゆとりがあるほど、「働くことを希望しないが、働こ

うと思えば、実際にはもっと働ける」との回答が概ね高まる傾向が見て取れる。 
 

図表Ⅱ－13 就業調整の必要がなくなった場合の就業希望 
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